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太陽光発電は季節，天候，周辺環境等による出力の変動が大きく，供給量のコントロールが困難なため，

大量整備に際しては計画的な導入とそれを支えるエネルギー貯蔵システムの構築が重要となる．しかし，

都市におけるエネルギー需給の変動や具体的な整備空間についての検討は十分になされていない．今後，

太陽光発電を主力電源としてゼロエミッション化を図る上で，エネルギーを安定的かつ効率的に利用する

ためには，エネルギー需給の変動を把握し，蓄電池等のエネルギー貯蔵システムと組み合わせた総合的な

都市エネルギーシステムを構築することが重要となる．その際には道路・駐車空間といった交通空間の活

用も図るべきであろう．本研究では，首都圏を中心とした地域を対象として，太陽光発電による発電可能

量と整備可能空間，季節や天候による供給量の変動を明らかにしている．さらに，これに対応する上で必

要となる蓄電池の導入量，整備空間量について検討することを目的としている． 
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1. はじめに 

 

(1)  背景と目的 

日本は約30年後の2050年に温室効果ガス排出量を

80％削減し，21世紀後半の早い時期に100％削減す

る，すなわちゼロエミッション化することを公約と

している．運輸部門においても同等の削減率を求め

られることは確実であり，2030年のパリ協定の目標

28％削減を満たしつつ，長期的な目標を視野に入れ

た政策を進めていく必要がある．本論文では，この

ような視点に立ち，運輸部門のみならずエネルギー

部門や建物部門との連携を考慮しながら，運輸部門

のゼロエミッション化の可能性とこれを実現するた

めの交通政策に関する検討を行う．まず，第一に，

運輸部門に対する再生可能エネルギーによるエネル

ギー供給の可能性を検討する．運輸部門のゼロエミ

ッション化においては，道路交通システムを再生可

能エネルギーベースに転換することが重要な課題の

1つであり，運輸部門とエネルギー部門間連携のあ

り方の1つとして道路空間を含めた太陽光発電の施

設設置とこれによるゼロエミッション電源の確保の

可能性を検討する．また，太陽光発電による再生可

能エネルギーを運輸部門に供給するためには，建物

部門，特に都心の駐車空間等を活用した蓄電池等を

経由させる可能性が高く，これによる建物部門と運

輸部門との連携に関する方策に関しても検討を行う． 

 

(2)  既往研究と本研究の位置づけ 

太陽光発電は季節，天候，周辺環境等による出力

の変動が大きく，供給量のコントロールが困難なた

め，大量整備に際しては計画的な導入が重要となる．

また，空間的に適切に導入すれば，ならし効果によ
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り出力の変動を抑制することができる可能性がある．

例えば，大関他1)は，半径100kmという広域における

ならし効果を，実測値に基づく分析によって評価し，

時間窓やエリア半径によってどの程度の変動となる

かを示した．名古屋他2)は，同期変動とランダム変

動の合成として太陽光発電の変動特性を表現できる

とする「遷移仮説」を提案し，それを用いて出力変

動を想定する手法を示した．そして，算出した値と

実測値を比較することでその妥当性を示した．加藤

他3)は，遷移仮説を応用し，代表1点の観測データを

用いて一定範囲内の空間平均日射変動特性を表すた

め，LPFを構築し，広域での空間平均日射量を算定，

変動特性の評価を行っている．最近では，駒見他4)

が遷移仮説における遷移周期がどのような要因によ

って影響を受けるかを検討している．しかし，道路

空間を含めた太陽光パネルの具体的な設置場所とこ

れによる地域の太陽光発電による出力の変動につい

ての検討は十分になされていない． 

また，太陽光発電の出力の変動に対して適切な蓄

電池容量を確保して対応することも考えられる．

Solomon et al.5)，Solomon et al.6)は数理的手法を用い

て太陽光発電の出力の変動に対して必要となる蓄電

池容量を計算している．ただし，蓄電池の設置場所

といった空間的な検討はなされていない．  

さらに，今後，太陽光発電を主力電源としてゼロ

エミッション化を図る上で，エネルギーを安定的か

つ効率的に利用するためには，エネルギー需給の変

動を把握し，蓄電池等のエネルギー貯蔵システムと

組み合わせた総合的な都市エネルギーシステムを構

築することが重要となる．このような視点に立った

研究として，横井他7)，前田他8)は主に建物部門とエ

ネルギー部門に焦点を当てて，都市におけるエネル

ギー需給や施設整備空間の検討を行っている．また，

落合他9)は，全国の市区町村における太陽光発電に

よる電力自給自足の潜在的可能性をEV等運輸部門も

含めて検討している．これらの研究では，対象地域

が街区や都市に限定されており，地域的な太陽光発

電の出力の変動はほとんど考慮されていない．また，

道路・駐車空間といった交通空間の活用は対象とな

っていない． 

本研究では，首都圏を中心とした地域を対象とし

て，太陽光発電による発電可能量と整備可能空間，

季節や天候による供給量の変動を明らかにする．さ

らに，これに対応する上で必要となる蓄電池の導入

量，整備空間量について検討することを目的として

いる． 

 

 

2. 市区町村別10分間PV発電量の算出 

 

(1)  PV発電量算出の前提条件 

地域における太陽光発電(PV)の発電可能量及び出

力変動を検討するにあたって，本研究では，東京電

力エリアに属する1都8県，393の市区町村を対象に，

現状建てられている戸建・集合住宅の屋根面に可能

な限りPVパネルを設置した際に，発電可能な最大

のPV発電量を市区町村別に算出する．発電量の算

出単位は10分間，期間は2014年の1月から12月まで

の1年間とした． 

算出した市区町村別10分間PV発電量をもとに，

地域ごとにどの程度の発電可能量が存在し，短期

的・長期的にどのような出力変動特性を持つのかを

分析する．これにより，今後PVシステムの大量整

備が進んだ際の，系統電力に対する負荷増大や，出

力変動幅の大幅な増加を想定した検討を行うことが

可能となる．さらに，出力の変動に対して適切に対

応可能な蓄電池の整備容量を空間的に把握すること

ができる． 

また，本研究では現在普及が進んでいる住宅屋根

面に加え，ゼロエミッション化に向けたさらなる

PVシステムの活用可能性を検討することを目的と

して，道路空間を活用したPVパネルの設置可能面

積についても検討し，住宅と同様に市区町村別10分

間発電量を算出する． 

 

(2)  10分間日射量の推定方法 

本研究では，PV発電量を算出するうえで，その

エネルギー源である日射量のデータを用いる．東京

電力管内において，全天日射量の観測が行われてい

る気象庁の観測所は6箇所に限られる．地域による

発電量の違いを詳細に把握するためには，より多く

の地点における日射量のデータが必要となる．そこ

で本研究では，地域気象観測システム(アメダス)に

よって観測されている日照時間の観測データ10)から，

東京電力管内92地点の全天日射量を推定し，それら

をもとに各市区町村におけるPV発電量を算出する

こととした． 

a) 日照時間から全天日射量を推定する方法 

アメダス地点における水平面全天日射量は，板垣

他11)のモデルを参考に推定した．ここで，不日照時

における降水時とは，前後30分の合計降水量が1mm

以上の場合としている． 

 

ここで，IG：水平面全天日射量，I0：大気外水平

面日射量，Kt：晴天指数． 
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・日照時  

 のとき， 

 

≥  のとき， 

 

・不日照時  

・無降水時 

 のとき， 

 

≥  のとき， 

 

・降水時 

 

ここで，n：日照時間，m：エアマス． 

ただし，9時～15時の不日照時において，前後1時

間の合計日照時間が0.2時間以上の場合， 

 

とする． 

b) 斜面日射量の推定方法 

PVパネルのアレイ面に入射する斜面日射量は，

太陽から斜面に直接入射する直達成分，天空で散乱

した日射による散乱成分，地表面等で反射した日射

による反射成分をそれぞれ推定し，それらを合成す

ることにより求める．そのために，まず水平面にお

ける全天日射量を直達成分と散乱成分に分離(直散

分離)する必要がある．水平面全天日射量の直散分

離は，板垣他のモデルを用いて求めた晴天指数およ

びErbs他12)のモデルを用いて，全天日射量の散乱成

分Idを以下の推定式から算出した． 

 のとき， 

 

 のとき， 

 

 のとき， 

 

また，全天日射量の直達成分 Ibは， 

 

となる．次に，斜面日射量を構成する 3 成分を算出

する．まず，直達成分 IT,b については，角度変換に

よる直接法を用いて以下の式から算出した． 

 

ここで，θ：直達光の入射角，Z：太陽天頂角. 

散乱成分 IT,d については，天空放射輝度分布の不

均一性を考慮した Perez 他 13)のモデルを用いて次の

式から算出した． 

 

 

ここで， ：準直達日射係数， ：地平線散乱日

射係数， ：傾斜角. 

反射成分ITrについては，斜面近傍の地表面等によ

って反射した日射が完全拡散すると仮定した均一反

射モデルを用いて算出した． 

 

以上の方法によって算出した斜面日射量の各成分

を合成し，斜面日射量ITが以下の式によって算出さ

れる． 

 

 

(2)  設置可能面積の算出方法 

戸建・集合住宅屋根面および道路空間において，

現状の都市形態を考慮したうえで，設置可能な箇所

すべてに PV パネルを設置すると仮定して，面積の

算出を行った． 

a) 戸建・集合住宅屋根面の設置可能面積の算出 

市区町村別の戸建・集合住宅屋根面を利用した設

置可能面積の算出に際し，本研究では，まず市区町

村ごとに戸建住宅の総建築面積ならびに集合住宅の

総延べ面積を算出し，それらに対する PV パネルの

設置可能な面積の割合を示す設置係数を乗ずること

で，設置可能面積を推計した． 

総建築面積および総延べ面積については，平成 25

年住宅・土地統計調査 14)の市区町村別住宅数及び 1

住宅当たりの建築面積・延べ面積のデータを用いて

算出した．設置係数については，環境省の平成 25年

度再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報

整備報告書 15)を参考に，戸建住宅については建築面

積に対する設置係数を都県別に設定し (東京都：
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0.47)，集合住宅については延べ面積に対する設置係

数を一律で 0.13 とした． 

b) 道路空間の設置面積の算出 

道路空間を利用した PV パネルの設置面積の算出

に当たっては，まず，住友電気工業の拡張版全国デ

ジタル道路地図データベース 16)の基本道路リンクデ

ータから，一般都道府県道以上の規格の道路で，か

つ人口集中地区に含まれない道路リンクを抽出し，

その道路総延長を市区町村別に集計した．それらの

道路について，そのうちの 30%に設置幅 2mで PVパ

ネルが設置されるものと仮定して，設置面積の算出

を行った． 

 

(3)  10分間PV発電量の算出方法 

東京電力エリアにおいて，アメダス観測地点は 92

地点に限られており，市区町村ごとにどの観測地点

のデータを用いるかを決定する必要がある．本研究

では，市区町村の重心位置から最近隣に存在するア

メダス観測地点のデータを用いて推定した斜面日射

量をその市区町村の斜面日射量として扱うこととし

た．10 分間 PV 発電量は，山田他 17)の手法を参考に，

以下の式から算出した． 

𝐸(𝑡) = 𝐼𝑇(𝑡) ∙ 𝑆 ∙ 𝜂 ∙ 𝐾𝑝𝑡 ∙ 𝐾 

ここで，E(t)：時間 tにおける 10分間 PV発電量，

IT(t)：時間 t における斜面日射量，S：設置可能面積，

Kpt：月別の温度補正係数，K：その他のシステム補

正係数( = 0.8 )． 

PV パネルの設置に関して，戸建住宅に対しては，

関東地方の一般的な屋根勾配を考慮して，真南向き

に傾斜角20度に設置することとした．集合住宅につ

いては，多くが平坦な屋根であることを考慮して，

年間で最も発電量を得られやすい傾斜角 30度で真南

に設置することとした．道路空間については，設置

方法が様々に考えられるが，本研究では最も設置し

やすい状況である平坦な空間に設置されることを想

定して，真南に30度で設置されるものとした．また，

PV パネルの変換効率については，現状一般家庭な

どに流通している単結晶シリコン型 PV パネルの設

置を想定して，20%として推定を行った． 

 

 

3. 分析結果 

 

(1)  PV発電量の長期的・空間的特性 

PV 発電量の長期的な変動特性を把握するため，

算出した市区町村別 10 分間 PV 発電量を東電エリア

全域で日別に集計した．1 年間における日別発電量

の推移を図-1に示す．日別では天候の影響により，

年間を通して発電量の変動が大きく見られた．連続

する日における変動幅は最大で約 8 倍程度であり，

特に日射が平年程度に得られていた 3 - 5 月で最も極

端な変動がみられた．一方で，日中の時間が最も長

くなる 6 - 7 月ごろは梅雨や台風などの影響で十分な

日射が得られず，発電量としては10月ごろと同程度

の水準となっている．一方，変動という点では，7-

8 月に十分な日照が得られないような日においても，

散乱光によって発電がおこなわれており，比較的極

端な変動は少ないという結果となった．しかし，夏

季に十分に日射が得られる年においては，より極端

な変動が生じる可能性もあるため，より長期的な検

討が必要であるといえる． 

次に，PV 発電量の空間的な特性を把握するため

に，市区町村ごとに年間の発電量を集計し，それら

を面積で除した単位面積当たりの年間発電量を用い

て空間的な発電可能量の把握を行った．結果を図-2

に示す．東京都心の戸建・集合住宅の多いエリアで

発電量が多くなり，都市部において発電可能量が大

きいことが示された．  

 

 

図-1 東電エリア内の2014年一年間の日別発電量 

 

図-2 単位面積当たり年間発電量の地理的分布 
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(2)  短期的なPV発電量・変動特性 

短期的な PV 発電量とその変動について，広域的

な PV 整備によるならし効果の影響を把握すること

を目的として，PV 出力変動の大きい結果となった 4

月 6 日の日中の 10 分間 PV 発電量を抽出し，東電エ

リア全域を18分割した各地域ごと，および東電エリ

ア全域で集計した発電量の推移を図-3，図-4に示す． 

地域別では，設置可能面積の多い東京，埼玉南部，

神奈川東部，千葉北西部などで発電量が大幅に変動

することが示された．大幅な変動が発生するタイミ

ングは，比較的近い距離にある地域だとしても，1

時間ほどずれることもあり，またある地域で大幅な

減少が発生したときに，別の地域では発電量がピー

クを迎えるなど，比較的狭い範囲でも変動に差異が

あることが明らかになった． 

一方で，これを東電エリア全域で集計した場合，

東京や神奈川東部地域でみられるような極端な変動

は，変動が起きる時間のずれや，ほかの地域におけ

る変動との相殺によって，全体では比較的なだらか

な変動となるという結果となった．このことから，

ならし効果が出力変動の抑制に対して一定の効果が

あることが示された． 

 

(3)  蓄電池の導入量・整備空間に関する検討 

最後に簡単に，ゼロエミッション化を目的として，

PV 発電量の一部を蓄電池に蓄電する場合を検討す

る．蓄電池の設置場所として駐車場を考える．一般

的な昼夜間電力消費量の比 7：3 より，本研究の PV

発電量を割り振ると，平均的に夜間用に 7400 万

kWh を蓄電する必要が生じる．EV 用蓄電池を重量

制限値まで駐車場に設置する，すなわち 280kWh/ス

ペースを想定すると，260,000 台のスペースが必要

となる．一方，研究対象地域（除く静岡県）におけ

る都市計画駐車場と附置義務駐車施設の総スペース

は 1,400,000 台であり，260,000 台はその 19％となる．

日射量の少ない日に備えて平均よりも蓄電量を増や

す必要がある一方，都市計画駐車場と附置義務駐車

施設以外のスペースの活用，自動運転普及時におけ

る駐車スペースの余剰も考慮すべき点であり，今後

精査が必要である． 

 

 

4. おわりに 

 

本研究では，首都圏を中心とした地域を対象とし

て，太陽光発電による発電可能量と整備可能空間，

季節や天候による供給量の変動を示した．また，こ

れに対応する上で必要となる蓄電池の導入量，整備

空間量について検討した．太陽光パネルの設置場所，

送電ネットワークの考慮，蓄電池の設置場所に関す

る検討などが主な今後の課題である． 
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